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ルノーと日産、新たな戦略プロジェクトを発表 

 

当社は、「ルノーと日産、新たな戦略プロジェクトを発表」を公表しました。詳細は、添付資料

をご参照ください。 
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ルノーと⽇産、新たな戦略プロジェクトを発表 

ルノーグループと⽇産⾃動⾞株式会社は 31 ⽇、新たな戦略プロジェクトを発表しました。   

• ルノーグループは、現在⽇産が保有するルノー⽇産オートモーティブインディア社（RNAIPL）の 51%
の株式を取得し、RNAIPL の 100%の株式を保有します。本プロジェクトは、ルノーが海外事業を拡⼤す
る上で重要な機会を提供します。⽇産は市場カバー率の向上に重点的に取り組み、インドでのプレゼン
スを維持していきます。RNAIPL は新型「マグナイト」を含む⽇産⾞の⽣産を継続し、今後の⽇産の成
⻑計画において重要な役割を担います。 

• ⽇産は「トゥインゴ」をベースとした⽇産モデルの開発と⽣産をルノーグループに委託します。本モデ
ルのデザインは⽇産が⾏います。 

• 新アライアンス契約については、相互株式保有に関するロックアップ義務を 10%（現在は 15%）に改訂
し、双⽅の株式保有の柔軟性を⾼めます。  

•  ⽇産はアンペアへの投資を実⾏しないこととします。ただし、合意済みの新⾞プロジェクトは継続しま
す。 

 
「ルノーグループは⽇産⾃動⾞とアライアンスを組む⻑年のパートナーであり、筆頭株主でもあるため、⽇
産が早期に業績を回復させることに強い関⼼を持っています。私たちは、ルノーグループにとって価値の⾼
いビジネスチャンスを創出する⼀⽅で、⽇産の業績回復を⽀援するために最も効果的な⽅法を、現実的かつ
ビジネス志向のアプローチで話し合いました。今回の枠組み合意は双⽅にとって有益なもので、新⽣アライ
アンスの機敏かつ効率的な考え⽅の表れで、『トゥインゴ』をはじめとする私たちの商品が持つ⾼い魅⼒と、
海外市場における事業拡⼤への意欲を裏付けるものです。ルノーグループは重要な⾃動⾞市場であるインド
で、効率の⾼い事業基盤とエコシステムを構築していきます」とルノーグループの CEO であるルカ デメオ
は述べました。 
 

「⽇産はアライアンスの戦略的パートナーシップがもたらす⾼い価値と効果を活⽤しながら、ターンアラウ
ンドの取り組みを推進していきます。私たちは市場の変化に素早く対応し、将来の投資に備えて資⾦を保持
するため、より機敏で効果的なビジネスモデルを構築することを⽬指しています。そして、インド市場に引
き続きコミットし、現地のお客さまニーズに合わせた商品と最⾼⽔準の販売とサービスを提供し続けます。
インドは研究開発やデジタル等のサービスにおけるハブであり続けます。インドにおける新型 SUV の計画に
変更はなく、『One Car, One World』戦略に基づき、他の市場への⾞両輸出も継続します」と本年の 4 ⽉ 1
⽇付で⽇産の社⻑兼 CEO に就任するイヴァン エスピノーサ*は述べました。 
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ルノーグループと⽇産は本⽇、以下のグローバルな取り組みに関する基本契約を締結しました。 

 

ルノーグループによるルノー⽇産オートモーティブインディア社（RNAIPL）の全株式取得 

 ⽇産が現在保有する RNAIPL の株式 51%をルノーグループが取得する株式売買契約を締結しました。
本取引完了後、ルノーグループは RNAIPL を 100%保有することになります。 

 ルノーグループと⽇産は現在のプロジェクトを継続し、今後のインドにおける両者の関係を定めた業
務契約を締結しました。⽇産は今後数年間、引き続き RNAIPL からインド市場向けと輸出⽤の商品を
調達します。 

 本株式取引は規制当局の承認を条件としており、2025 年度上半期末までに完了する⾒込みです。 
 ルノーグループと⽇産は引き続き、⽇産が 49%、ルノーグループが 51%の株式を保有するルノー⽇産

テクノロジー＆ビジネスセンターインディア社（RNTBCI）を共同運営します。 

ルノーグループは、⾃社の事業計画(2027 International Game Plan)の⼀環として、インドでの開発を加速させ
ていきます。チェンナイにある RNAIPL の⼯場は、競争⼒の⾼いサプライヤーエコシステムのもと、40 万台
以上の⽣産能⼒を有しています。RNAIPL は、現在の CMFA プラットフォームと CMFA+プラットフォーム
に加え、来年には CMF-B プラットフォームを導⼊し、4 ⾞種の新型⾞を投⼊する予定です。本取引完了後、
RNAIPL はルノーグループの連結財務諸表に計上される予定です。2025 年は RNAIPL にとって新型⾞の発売
とも時期が重なるため、投資のピークとなる年であり、同年のフリーキャッシュフローへの影響は約 2 億ユ
ーロと予想されます（2025 年上半期末までに取引が完了する前提）。この点を考慮し、ルノーグループは
RNAIPL を連結したフリーキャッシュフローの通年⾒通しを 20 億ユーロ以上とします。ルノーグループは、
2025 年のフリーキャッシュフローへの影響を補うために必要な措置をすでに特定しており、2025 年の営業
利益率のガイダンスも確認しています。 
 

⽇産、欧州向けトゥインゴプロジェクトに参加 

ルノーグループは、欧州初の EV 専業メーカーであるアンペアを通じて、開発コストと開発期間を削減しな
がら、2026 年より「トゥインゴ」をベースとした A セグメントの⽇産モデルを開発・⽣産します。なお、本
モデルのデザインは⽇産が⾏います。 
 

新アライアンス契約の改訂 

 ルノーグループと⽇産は、双⽅の相互株式保有の柔軟性を⾼めるため、新アライアンス契約の改訂に
合意しました。双⽅のロックアップ義務を 10%（現在は 15%）とし、それぞれの株式保有率を 10％
まで引き下げる権利を有することとします。 
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 本改訂は、ルノーグループがフランスの信託会社に信託している⽇産株式（発⾏済株式総数の
18.66%）には影響を与えません。  

 新アライアンス契約に基づき、株式の売却は相⼿⽅企業との協調的で秩序あるプロセスを通じて⾏わ
れます。また、相⼿⽅企業または相⼿⽅が指定する第三者が優先購⼊権を有します。 

 ⽇産はアンペアへの投資を⾏わないこととし、2023 年 7 ⽉ 26 ⽇にルノーグループ、⽇産、アンペア
の間で締結された投資契約を解約します。 

 上記の新アライアンス契約の改訂およびアンペアへの投資契約の解約は、⼀定の前提条件の充⾜を条
件としており、2025 年 5 ⽉末までに完了する⾒込みです。 

 新アライアンス契約のその他の主要な条件に変更はありません。双⽅の株式保有割合のスタンドステ
ィル義務やそれぞれの株式保有割合を基準とする議決権の上限にも変更はなく、ルノーグループおよ
び⽇産双⽅の⾏使可能な議決権は、いかなる場合も⾏使可能な議決権の 15%を超えることはありませ
ん。 

 


